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平成１７年度業務実績評価調書：空港周辺整備機構 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 
 

 
項 目 

中期計画 平成１７年度計画 
評定結果 評定理由 意 見 

１．業務運営の効率化に関する目標を

達成するためにとるべき措置 

(1)組織運営の効率化 

事務事業の効率化の観点から、独立

行政法人化の時点で、大阪国際空港事

業本部の経理部及び周辺整備推進室、

代替地対策課、東京事務所を廃止し、

民家防音第 1課及び第 2課を統合し

民家防音課に再編する。 

共同住宅の新規建設は廃止したが、

既存住宅の維持管理業務は継続し、処

分に関する業務が新たに生ずること

から、共同住宅担当組織は従来どおり

とする。 

 

１．業務運営の効率化に関する年度計

画 

(1)組織運営の効率化 

さらなる事務事業の効率化の観点

から大阪国際空港事業本部総務部管

財調達課所掌の共同住宅事業の業務

を事業第一部再開発事業課で分掌す

ることとし、再開発事業課を固有事業

課として再編する。 

 

 

３ 

 

 

組織運営の効率化に向け、年度計画

に沿った再編が行われた。 

 

(2)人材の活用 

機構組織全体について、国・府・県・

市との人事交流を推進し、若い人材を

任用するなどにより組織を活性化す

る。 

(2)人材の活用 

若い人材を任用し、確実に組織の活性

化が図られるよう、国・府・県・ 市
の人事異動計画策定時期に綿密な調

整・協議を引き続き行うとともに、業

務の実情に応じた人材の確保に努め

る。 

 

 

 

 

 

４ 派遣元との調整・協議によって、職

員の若返りが図られている。 

 

 



 

  

項 目 

中期計画 平成１７年度計画 
評定結果 評定理由 意 見 

3)業務運営の効率化 

①代替地造成事業の効率化 

イ 大阪については、代替地の保有区

画数は１区画以内とする。必要に応じ

て一般処分も行うものとする。 

また、今後取得する場合の代替地の

保有期間は３年以内とする。 

 

ロ 福岡については、代替地の保有区

画数は２区画以内とする。必要に応じ

て一般処分も行うものとする。 

また、今後取得する場合の代替地の

保有期間は３年以内とする。 

 

ハ 一般処分を行う場合は、ホームペ

ージへの掲載、地元広報誌等への情報

提供を実施するとともに、自治体等の

公共代替地への提供も行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)業務運営の効率化 

①代替地造成事業の効率化 

各事業本部において、移転補償対象

者のニーズを把握し、代替地の需要が

ある場合には適切に対応する。 

また、現在保有している福岡の代替

地については、引き続き需給動向を勘

案のうえ、自治体等への優先譲渡のほ

か、必要に応じて一般処分を行う。 

 

 

 

 

４ 

 

需要動向も検討しつつ、すべての保

有代替地を処分したことは、管理費の

累増を回避する点から評価できる。 

 



 

  

項 目 

中期計画 平成１７年度計画 
評定結果 評定理由 意 見 

②共同住宅 

イ 採算性を検討し、現状及び見通し

を公表する。 

 

 

ロ 熊野町住宅については、一般処分

に向けて入居者の移転を進める。 

 

 

 

ハ 戸別処分を行う小中島住宅につ

いては６戸以上を処分する。 

 

ニ 服部本町住宅の空家については、

定期借家権を付け入居資格者以外へ

の賃貸の拡大を図っていくことによ

り、空家率を４％以下にする。 

利倉西住宅(第１、第２、第３)につ

いては、定期借家権を付け入居資格者

以外への賃貸を拡大し、空室率を

25％以下にする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②共同住宅 

イ ホームページにおいて公表して

いる採算性の現状及び見通しを必要

に応じて更新する。 
 

ロ 熊野町住宅については、一棟処分

（入居者付き）に向けて入居資格者以

外への賃貸を実施し、入居率の向上を

図る。 

 

ハ 戸別処分を行う小中島住宅につ

いては、２戸を処分する。 
 

ニ 服部本町住宅及び利倉西住宅（第

１、第２、第３）については、入居資

格者以外への賃貸を実施し、入居率の

向上を図る。 

５ 入居率の向上、戸別処分を進めなが

ら、価格、売却条件の情報収集や売却

単位の分析等を精力的に行うことに

より、「特殊法人等整理合理化計画」

に記された早期処分を全棟一括で達

成したことは、特筆すべき優れた成果

であると言える。簿価には若干及ばな

いものの、鑑定評価額を大きく上回る

売却額を確保し、今後も見込まれる損

失の発生を防いだことも評価される。 

 



 

  

項 目 

中期計画 平成１７年度計画 
評定結果 評定理由 意 見 

③事業費の抑制 

事業費について、単価の見直しや事業

執行方法の改善等を通じて効率化を

推進し、中期目標期間の最後の事業年

度において、認可法人時の最終年度

（平成１４年度）比で５%以上（住民

の申請に基づき航空機騒音による障

害の補償措置として行うものを除く

事業については１５%以上）に相当す 

る額を削減する。 

 

 

③事業費の抑制 

事業費について、事業執行方法の改善

等を通じて効率化を推進し、コストの

縮減等を推進する。 
 また、住民の申請に基づき航空機騒

音による障害の補償措置として行う

ものについては、事務処理の最盛期に

あたるため、当面、集中的な執行を行

う。 

３ コスト縮減のため、民間活力活用型

の整備手法を導入するなど、着実に年

度計画を達成したと言える。 

 

 

④一般管理費の抑制 

一般管理費について、業務の集約化及

び電子化、ペーパーレス化を推進する

等、業務処理の方法を工夫し効率化を

図ることにより、中期目標期間の最後

の事業年度において、認可法人時の最

終年度（平成１４年度）比で１３%以

上に相当する額を削減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④一般管理費の抑制 

一般管理費について、事務の集約

化・効率化の推進等により認可法人時

の最終年度（平成１４年度）比で９％

以上に相当する額を削減する。 

４ 基礎的経費の削減や人件費の抑制

などによって、計画を上回る優れた成

果を達成している。 

 



 

  

項 目 

中期計画 平成１７年度計画 
評定結果 評定理由 意 見 

２．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標

を達成するためにとるべき措置 

(1)業務の質の向上 

業務の質を向上させるため、次の

措置を行う。 

①業務の調整及び意見聴取のため、出

資者である国・府・県・市及び関係自

治体で構成する「連絡協議会」を設け、

年２回以上開催する。 

 

 

２．国民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する年度

計画 

(1)業務の質の向上 

業務の質を向上させるため、平成１

７年度において次の措置を実施する。 
①連絡協議会の開催 
業務の調整及び意見聴取のため、出資

者である国・府・県・市及び関係自治

体で構成する「連絡協議会」を年２回

開催する。 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

 

 

 

年度計画に沿って業務を遂行し、中

期目標の達成に向けて着実な実施状

況にあると認められる。 

 

 

 

 

 

 

数値目標の達成にとどまらず、

内容の充実に努力されたい。 

②事業に関する情報の共有化及び職

員相互の連帯意識並びに業務に係る

専門知識の向上のために弁護士・公認

会計士・税理士等の外部講師による職

員研修（年３回程度）を実施する。 

 

 

②職員の資質の向上 
外部講師等（弁護士、公認会計士、

税理士を予定）による職員研修を年３

回程度実施する。 

３ 年度計画に沿って業務を遂行し、中

期目標の達成に向けて着実な実施状

況にあると認められる。 

数値目標の達成にとどまらず、

内容の充実に努力されたい。 

③１年サイクルの内部評価制度を導

入し、前年度の業務の評価が次年度の

目標設定・業務の実施に着実にフィー

ドバックできるようにする。 

 

 

③業績評価の業務への反映 
平成１６年度の事業及び平成１７

年度上半期の事業について内部評価

を実施するため、内部評価委員会を年

２回以上開催し、実績等の分析結果を

以後の計画策定・業務の実施方法等に

反映させる。 

３ 年度計画に沿って業務を遂行し、中

期目標の達成に向けて着実な実施状

況にあると認められる。 

下半期の業務の実施方法や次

年度以降の計画策定に反映させ

るための、具体的な例示を要望し

たい。 

④独法移行時において会計規程等の

見直しを行うとともに、新たに考査役

及び契約係長を設置する。 

 

 ― 平成１５年度に達成済み。  



 

  

項 目 

中期計画 平成１７年度計画 
評定結果 評定理由 意 見 

⑤広報活動の充実 

イ ホームページ、パンフレット等の

内容を充実させ、独立行政法人評価委

員会の評価結果を含めて積極的に各

種情報を提供する。 

ホームページについてはアクセス

数を１０%増加させるとともに、書き

込み欄への意見を分析する等により、

地域住民のニーズを把握する。 

 

 

 

 

ロ 関係自治体と連携を図りパンフ

レットの配布・自治体広報誌への掲載

等の広報活動を行う。 

 

 

ハ エアフロントオアシスや緑地整

備を完了した個所について、成果を周

知するため、看板の設置等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④広報活動の充実 

イ ホームページについては、アクセ

ス数の実績を把握しつつ、一般に理解

されやすく親しまれるものとなるよ

う、引き続き公表資料、データ等の内

容の充実を図ると共に、地域住民への

周知を図るため関係自治体のホーム

ページにリンクを依頼していく。 

平成１６年度に作成したホームペ

ージキッズ版を積極的にアピールす

ることにより小中学校等への広報活

動を行う。 

 
ロ 環境対策における広報活動の充

実を図るため、空港等で行うイベント

の機会を利用し、パンフレットを配布

する。 

３ 各項目とも年度計画に沿って業務

が遂行されており、中期目標の達成に

向けて着実な実施状況にあると認め

られる。 

広報活動による浸透度や効果

といった点からの評価を望みた

い。 



 

  

項 目 

中期計画 平成１７年度計画 
評定結果 評定理由 意 見 

(2)業務の確実な実施 

周辺整備基本方針及び中期基本方

針で策定された趣旨を踏まえつつ、各

事業を進める。 

 

①再開発整備事業 

イ 関係自治体との定期的情報交換

を行うこと等により、都市計画や地域

整備計画と整合する事業を実施する。 

 

 

ロ 施設の整備にあたっては、仕様等

について企業からの提案を取り入れ

る等により、需要に柔軟・的確に対応

する。 

 

 

ハ 中期目標の期間中に、需要の確実

性を把握したうえで、７件の事業を行

う。 

 

 

(2)業務の確実な実施 

 

 

 

 

①再開発整備事業 

イ 関係自治体と情報交換を継続的

に行い、都市計画や地域整備計画との

整合を図りながら、施設整備を実施す

る。 

 
ロ 施設整備にあたっては、企業から

の提案を積極的に取り入れるととも

に、建設コスト抑制に努め、空港周辺

地域及び施設利用者にとって利便性

の高い施設整備を図る。 
 

ハ 平成１７年度中に２件の整備を

実施する。 

 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

 

 

整備可能な国有地が限定されてい

るという困難な条件の中で、中期計画

に掲げた整備目標を大幅に上回る新

規整備を既に達成（１８件）した上に、

年度計画についても目標件数を上回

る整備（７件）をしている。   

また、本事業は法人の収益確保と累

積欠損金の圧縮に貢献している。 

さらに、施設整備に当たっては、民

間活力活用型の手法を導入し、借受者

のニーズに応えるとともに、整備費の

縮減と工期の短縮等を図っているこ

とも併せ、特筆すべき優れた実施状況

にあり、満足すべき成果である。 

 

 

②民家防音事業 

工事の積算方法や審査方法の見直

し、事務の効率化・簡素化に取り組み、

交付申請から交付額の確定までの期

間を１５％短縮する。 

なお、工事は特定時期に集中するこ

となく計画性を持って実施する。 

 

②民家防音事業 

再更新工事の計画台数が平成１６年

度に比して大幅な増加となるものの、

事業の円滑な実施及び住民サービス

の向上（手続きの軽減）を図るため、

更なる事務の効率化及び簡素化を行

うことにより、交付申請から交付額の

確定までの期間について、平成１４年

度実績に比して１５％短縮する。 

 

 

 

 

３ 大阪事業本部における期間短縮目

標は達成できなかったものの、審査事

務の簡素化や職員の意識向上などに

より、相当程度の成果が上がってお

り、着実な実施状況にあると認められ

る。 

 

 全体のパフォーマンスを更に

高めるため、システム化、アウト

ソーシングの検討等を含めた多

様な努力で、引き続き、期間の短

縮に努められたい。 



 

  

項 目 

中期計画 平成１７年度計画 
評定結果 評定理由 意 見 

③移転補償事業 

事務処理の迅速化を図り、移転補償及

び土地の買い入れについては申請か

ら代金の支払いまでの期間を１５％

短縮する。 

 

 

③移転補償事業 

移転補償及び土地の買い入れの申

請から代金の支払いまでの期間につ

いて、引き続き物件調査等を効率的に

行うことにより、平成１４年度実績に

比して１５％短縮することに努める。 
また、処理期間の遅延の要因となっ

ている権利関係の解消や境界確認等

の手続きに関して、申請・相談時に指

導を徹底し、円滑な事務処理を図る。 

 

３ 福岡事業本部における期間短縮目

標は達成できなかったものの、申請者

側の障碍を解決するため積極的に働

きかけ、相当数の件数を処理してお

り、着実な実施状況にあると認められ

る。 

 

④中村地区の移転補償事業 

中村地区に係る移転補償事業につ

いては、下記により実施する。 

 

イ 中村地区整備協議会（幹事会）と

意見、情報交換を行い整備を進める。 

 

 

 

 

 

ロ 地元自治会と密に連絡情報交換

を行い、事務を円滑に進める。 

 

 

ハ 移転補償の事務（補償額の提示）

を行うにあたっては住民及び事業者

に十分な説明を行う。 

④中村地区の移転補償事業 

 

 

 

イ 中村地区整備協議会（幹事会）と

意見、情報交換を月に１回程度実施す

る。 
 なお、「移転先用地整備推進部会」

において、事業の円滑な実施を図るた

めに調整を行う。 
 
ロ 地元自治会との連絡情報交換を

関係自治体とタイアップして実施す

ることで住民の意向把握に努める。 

 
ハ 移転補償事務を行うにあたり住

民及び事業者に十分な説明を行うと

ともに、電話等の照会に対しても適切

に対応する。 

 

 

 

 

 

 

３ 関係機関との協議・調整や、地区住

民に対するきめ細かな対応など、年度

計画は着実に実施されている。 

 



 

  

項 目 

中期計画 平成１７年度計画 
評定結果 評定理由 意 見 

⑤大阪国際空港周辺の緑地整備 

大阪国際空港周辺の都市計画緑地

の用地取得等については、国・地元自

治体等との協力体制を強化し、着実に

実施する。 

 

イ 利用緑地及び緩衝緑地第１期事

業分は、概成に向けて推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 緩衝緑地第２期事業分について

は、平成１９年度までに都市計画事業

承認・認可を取得できるよう国・地元

自治体等と調整する。 

⑤大阪国際空港周辺の緑地整備 

 

 

 

 

 

イ 利用緑地、緩衝緑地第１期事業の

用地取得については、未買収地約２．

６ｈａ（利用緑地残約０．４ｈａ、緩

衝緑地第１期残約２．２ｈａ）のうち

約０．６ｈａを買収し、用地取得進捗

率を約９４％とする。また、買収済み

の土地約０．７ｈａについて造成・植

栽を実施する。 
 

ロ 緩衝緑地第２期事業分について

は、利用緑地及び緩衝緑地第１期事業

の進捗状況を踏まえつつ、都市計画事

業承認・認可について国・地元自治体

等と引き続き調整する。 

３ ほぼ年度計画どおりの用地取得進

捗率であり、中期目標の達成に向けて

着実な実施状況にあると認められる。 

 

⑥福岡空港周辺の緑地整備 

福岡空港周辺の緑地整備を推進する。 

 

イ 空港北側地区において、地元住民

等の要望も踏まえ、関係機関とも協力

し、重点的に緑地整備を推進する。 

 

 

 

ロ 空港南側の一定範囲については、

平成１９年度までに都市計画事業承

認・認可を取得できるよう国・地元自

治体等と調整する。 

 

⑥福岡空港周辺の緑地整備 

 

 

イ 空港北側地区において、地元住民

等の要望も踏まえ、関係機関とも協力

し、重点的に緑地整備等の推進を図

る。買収済みの土地約０．４ｈａにつ

いて造成･植栽を実施する。 

 

ロ 空港南側の一定範囲については、

都市計画事業承認・認可について国・

地元自治体等と引き続き調整する。 

３ 年度計画どおり緑地整備が進み、中

期目標の達成に向けて着実な実施状

況にあると認められる。 

 



 

  

項 目 

中期計画 平成１７年度計画 
評定結果 評定理由 意 見 

（３）空港と周辺地域の共生 

国土交通省が進めるエコエアポート

構想に協力するほか、次の措置を行

う。 

 

 

イ 周辺地域活性化促進協議会等を

通じ啓発活動を積極的に実施する。 

 

 

ロ 環境関係の見学要望には適切に

対応し、環境対策の理解を深める。 

 

ハ 校外学習の一環としての義務教

育機関からの環境学習の受け入れ等

を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）空港と周辺地域の共生 

空港周辺地域の緑地整備を推進する

など国土交通省が進めるエコエアポ

ート構想に協力するほか、次の措置を

行う。 

 

イ 周辺地域活性化促進協議会等を

通じ環境関係の講演を行うことによ

り啓発活動を実施する。 
 

ロ 環境関係の見学要望には適切に

対応し、環境対策の理解を深める。 

 

ハ 校外学習の一環としての義務教

育機関からの環境学習の受け入れ等

を推進するため、引き続き関係自治体

の教育委員会を通じて、周辺の学校に

働きかける。 

３ 各項目とも年度計画に沿って業務

が遂行されており、中期目標の達成に

向けて着実な実施状況にあると認め

られる。 

 



 

  

項 目 

中期計画 平成１７年度計画 
評定結果 評定理由 意 見 

３．予算、収支計画及び資金計画 

 

 

（１）予算   別紙のとおり 

（２）収支計画 別紙のとおり 

（３）資金計画 別紙のとおり 

 

欠損金を30％圧縮する。 

 

 

未収家賃を40％圧縮する。 

３．予算、収支計画及び資金計画に関

する年度計画 

 

（１）予算   別紙のとおり 

（２）収支計画 別紙のとおり 

（３）資金計画 別紙のとおり 

 

 純利益を計上することにより、欠

損金の着実な圧縮を図る。 

 

未収家賃を回収するため債権者及び

連帯保証人に対する督促、戸別訪問、

民事訴訟手続き等を積極的に実施す

る。 

 

 

４ 純利益の計上、厳しい経営環境下に

おいてコスト縮減による欠損金の着

実な圧縮、未収家賃の全額回収等、年

度計画を上回る成果を出しており、中

期目標の達成に向けて優れた実施状

況にあると認められる。 

中期計画に掲げた欠損金の圧

縮目標達成は目前である。更なる

努力を期待したい。 

４．短期借入金の限度額 

資金不足となる場合等における短

期借入金の限度額は、1,400 百万円

とする。 

 

 

４．短期借入金の限度額 

資金不足となる場合等における短

期借入金の限度額は、1,400 百万円

とする。 

― 平成１７年度は該当なし。  

５．重要な財産の処分等に関する計画 

該当なし 

 

５．重要な財産の処分等に関する計画 

該当なし 

― 平成１７年度は該当なし。  

６．剰余金の使途 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

６．剰余金の使途 

該当なし 

― 平成１７年度は該当なし。  



 

  

項 目 

中期計画 平成１７年度計画 
評定結果 評定理由 意 見 

７．その他主務省令で定める業務運営

に関する重要事項 

 

（１）人事に関する計画 

①方針 

イ 定年退職者の補充にあたっては

原則として業務の進捗に応じ削減す

る。 

ロ 国・府・県・市からの出向者につ

いては若返りを図り、人件費を抑制す

る。 

 

 

７．その他業務運営に関する重要事項 

 

（１）人事に関する計画 

①方針 

国・府・県・市からの出向者につい

ては平均して若返りを図り、人件費抑

制につながる人事異動計画が策定さ

れるよう引き続き要望すると共に、事

前の調整・協議を充分に行う。 

 

 

 

４ 

 

 

 

退職者の後補充見送りなど、職員の

若返りにおる人件費抑制が図られて

おり、中期目標の達成に向けて優れた

実施状況にあると認められる。 

 

②人事に関する指標 

独立行政法人への移行時において、

組織及び職員数の見直しを行い、平成

１５年４月時点に比して、１２名削減

する。 

さらに、中期目標期間中に計画的に

人員を抑制する。 

②人事に関する指標 

中期計画期間中に抑制する人員の

見通しを確立し、国・府・県・市から

の出向者について、派遣元との協議を

行う。 

４ 中期計画期間中に抑制する人員に

ついては、既に目標値を超える削減を

行っており、更なる削減計画も策定し

ている。中期目標の達成に向けて優れ

た実施状況にあると認められる。 

 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 
５点：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 
４点：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 
３点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 
２点：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 
１点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。 
・５点をつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。 



 
 
 

 
平成１７年度業務実績評価調書：空港周辺整備機構 
 

総合的な評定 
 
 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 
 

 
極めて順調 順 調 概ね順調 要努力 評定理由 

 

○  
  各項目の合計点数＝７０ 

 項目数（２０）Ｘ３＝６０ 

 下記公式＝１１７％ 

＜記入要領＞ 
・個別項目の認定結果をもとに、以下の判断基準により、それぞれの欄に○を記入する。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１２０％以上である場合には、「極めて順調」とする。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が１００％以上１２０％未満である場合には、「順調」とする。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％以上１００％未満である場合には、「概ね順調」とする。 
○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が８０％未満である場合には、「要努力」とする。 

・但し、評価の境界値に近接している場合であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位又は下位のランクに評価を

変更すべき特段の事情がある場合には、理由を明記した上で変更することができる。 

 
 

総 合 評 価 
 
（法人の業務の実績） 

「特殊法人等整理合理化計画」（平成１３年１２月１９日閣議決定）に定められた『共同住宅建設事業に

ついては廃止する。また、既存の共同住宅について、（中略）できる限り早期に処分する。』という最終目

標を本年度に達成したことは、高く評価できる。また厳しい条件下にあって、人員削減と経費の抑制に努

めており、繰越欠損金の圧縮についても注目すべき成果をあげている。 
業務運営の効率化、業務の質の向上、人件費抑制を含む財務内容の改善と、すべてにわたって広範な努

力と改善がなされており、業務運営評価は「順調」の中にあっても高位に位置する。 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 

民家防音事業、移転補償事業等においては申請件数の変動など、法人の努力では対応できない要素があ

るものの、現システムの改善を検討するなど更なる工夫で処理期間の短縮等の効率化を図られたい。 

（その他推奨事例等） 

 

 




